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（A）共通点
①労働者の激しい移動と短期雇用
　工業化の開始以来、1910 年代に至るまで、日
本でも、アメリカでも労働者は特定組織に長く
止まって勤めるより、移動する場合が多かった。
組織間を移動したり、組織で働くことをやめる
かやめさせたり、独立して企業を起こすなど多
様な形で、人の移動が著しく、雇用期間からい
えば短期雇用が多かった。工業化初期の労使関
係においては、日米間に重要な共通現象がみら
れたのである。また、労働者の頻繁な移動は、
資源の自由な移動という点から、市場性が強く
働いていたことを現す。この時期の日米におい
て、労働者の移動様相と雇用期間の状況につい
てみていこう。

日　本

　ⅰ）労働者の移動様相の概観：市場性
　戦後の「終身雇用」慣行と違って、1880 年代
から第 1 次大戦期まで圧倒的な多数の労働者は
場所を変えながら、永遠の旅を続けていた 1）。
特に、工業労働に従事した男性労働者のうち、
職場を転々と渡り歩く「渡り者」が多く、「景気
の良否出来心」に従い「浮草」のように移動し
た。「意の附くところに従い」、限られた地域に
おける同種企業の工場間を頻繁に移動する渡り
労働者が多く、所与の事業場に定着する人はむ
しろ少数であった 2）。明治に入って、徐々に民
間企業が勃興してくるにつれ、官営工場に働く
熟練工の引き抜きが激しくなり、労働移動は年
毎に増加していった。中小企業も生産性が低く、
労働条件の改善をはかるだけの余裕がなく、経
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　日本は長期雇用が多く、労働者が特定企業に
定着する度合いが高く、それが日本の雇用関係
の重要な特徴であるといわれるが、工業化の開
始以来、かなりの期間、日本でも人の移動が激
しく、短期雇用が支配的であった。また、こう
した頻繁な移動を可能にした間接雇用の制度が
日米両国で定着していた。市場性の強い労使・
雇用関係が日米両国でみられたのである。今は、
かなり異なる仕組みになっている日米の労使・
雇用関係を、工業化の初期に焦点を当てて比較
することが本稿の課題である。
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―雇用及び労使関係の日米比較史 1：1910 年代まで（上）―
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営自体も不安定であったから、労働者の移動が
相当ひんぱんであった 3）。大企業と中小企業、
官営工場と民営工場とを区別するところなく、
工場労働者の自在な移動がみられたのである。
ゴードンによれば、産業化初期、年離職率が 70
～90％の工場が多く、100％を超える工場も
あった 4）。とりわけ、男子の若年労働者で、勤
続 6 ヵ月～1 年未満の移動が激しかった 5）。
　若い徒弟、見習工の移動が著しかった。明治
10 年代から、徒弟は少しでも技術を身につけれ
ば、年期を完全に果たさずに、他の工場で熟練
工として就業することを狙い、その工場を去っ
て、中途で逃亡してしまうものが多かった。見
習職工も工場を転々する所から「渡り職工」と
も呼ばれた 6）。
　景気の波によって労働者の移動率（＝（雇入
れ者数＋退職者数）/在籍者数×100）は多少変
化したものの、産業革命期日本の労働市場は流
動性が高く 7）、高い移動率が続いた。例えば、
日清戦争後、19 世紀末～20 世紀初頭、職工の
移動率は極めて高かった 8）。また、日露戦争勃
発の 1904 年より同戦争後の 2 年～3 年間にかけ
て、離職率が高まった。その後の不況で労働市
場の収縮に伴う有利な雇用機会の減少もあっ
て、08 年から 10 年にかけて離職率が低下した
が、12 年、13 年に反転して上昇しはじめ、世
界第一大戦中はふたたび 100％を超えた 9）。特
に、第一次大戦の好況過程で、構造変動をとも
なう産業発展によって、労働力の部門間移動が
高まったばかりでなく、明治末期以来低下しつ
つあった同種の工業部門内部での流動性がふた
たび高まった 10）。
　このように、労働者の移動が頻繁であっただ
けに、労働条件の平準化が促進され、同一職種
における技能・熟練が企業の枠を超えた通用性
を持ち、よって、競争的で活発な労働市場が広
く成立していた。比較的根強く手工的熟練が残
存していた職種では、熟練が労働者の心身に骨
化するため、生産が労働者の熟練に依存する度
合いが強く、しかもその熟練が手工業的性格を
もっていたために、熟練の社会的通用性が高く、
それゆえに職種別の開放的労働市場が形成して
いたのである 11）。こうした労働市場の成立で労

働者の移動は一層容易になった。同じ産業内の
企業間の移動に止まらず、産業を越えて移動す
ることも少なくなかった 12）。
　雇用契約においては、雇用期間が定まってお
らず、雇う側と雇われる側の同意さえあればい
つでも、景気が悪くなると即座に雇用契約を終
了することができた 13）。企業は、委託・縁故な
どによる労働者募集も図ったが、労働者をライ
バル企業から獲得するのを手伝うプロの仲介者
すらいたため、欠員などの際、必要に応じて外
部労働市場から随時に職工、経験工を雇い入れ
ることができた 14）。
　総じて、この時期、雇用期間は短く、雇用関
係は極めて短命であり 15）、一企業内での労働者
の勤続年数は短かった。1900 年代初の政府調査
である『職工事情』によれば、勤続 1 年未満の
人がおよそ半分を占め、工場労働者の平均勤続
年数は 1 年に満たなかった。同じ時期、労働者
数 1,000 名を超える大企業ですら、半分の労働
者は 1 年以内で企業を辞め、採用されてから半
年の間に約半分の労働者が企業を辞めたという
調査もある 16）。逆に、一つの職場に長く勤める
人は少なく、一般工場において 7 年～10 年勤続
する人は微々たる数であった。例えば、民営工
場で、勤続 5 年以上の人は 1 割にすぎなかっ
た 17）。

　ⅱ）移動の形態
　労働者の移動形態は極めて多様であったが、
出身農村と工場地帯とを不断に流出流入する地
域間移動が大半であった 18）。工業化初期の労働
者には農村からの出稼ぎが多く、こうした出稼
労働者は低い定着性と激しい移動を特徴とし
た。農村と都市間の地域間移動が多かったので
ある。
　農村の過剰人口処理のため、他面では零細耕
作農家の家系補充＝現金補給のため、主に、紡
績、製糸および織物の繊維産業に、それに加え
て雑品産業に農村からの「出稼女工」、つまり、
出稼ぎの女子労働者が多く流れた。当初は、近
隣地域からの人が多かったが、次第に遠隔の農
村地帯から流出してくる労働者が大きなウェイ
トを占めるようになった。彼女らは結婚前の「一
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幡では、「14 日以前に通告する時は解雇を為」す
ことができた上、特定の場合には、「何時にでも
職工を解雇することを得」という規則（職工規
則 13 条、14 条、15 条）があった 25）。

　ⅲ）産業別の労働者移動と勤続年数
　労働者が頻繁に移動する現象は、特定の産業
に限らず、ほぼすべての産業でみられたが 26）、
この時代に労働力の比重が高かった産業を取り
上げ、それらの産業でどのような労働者の移動
様相が表れたかをみておこう。
　産業革命期に、労働者数が多かった産業は繊
維産業、金属・機械産業、鉱業であった（表 1）。
その後、明治後期～大正期にかけても、この三
つの産業の労働者数が最も速く増え、特に、繊
維産業の労働者の比重が高かった。繊維産業の
中では、当初は製糸業の労働者、特に製糸女工
が多かった。例えば、1888 年の工場統計で、製
糸工場総数（職工 10 人以上）は 2,163 で、職工
数が 10,781 名に達し 27）、全職工の 35％を占め
た（表 1）。その後、日露戦争後の 1908 年に製
糸業（職工 5 人以上）の工場労働者数は 19 万
2,000 名、第 1 大戦後の 1919 年に 29 万 8,000 名
に増えた。ただし、全工場労働者のうちの製糸
労働者の比重は同年にそれぞれ 21％、18.5％に
低下した代りに 28）、紡績業の成長に伴って紡績
労働者がより速く増加して、工場労働者で占め
る割合を高めた。
　金属・機械産業で働く労働者も、官営工場を
中心に速く増えた。陸海軍工廠労働者は 1890 年
の 7 万 5,000 名から 1909 年に 70 万 6,000 名へ
急増した。民営金属機械工場の労働者も 1890 年
の 5,000 名から 1909 年に 6 万名へ増加した。金
属機械関係の労働者は、1920 年代まで、全労働
者の 15％～20％を占めた 29）。鉱業の労働者の比
重も高かった。そこで、繊維産業、金属機械産
業、それに加えて鉱業を中心に、工業化初期の
労働者の移動様相を見ておこう。

　㋑紡績業
　紡績業で機械制大工業の進展によって労働者
数が急増しており、そのほとんどは女子であっ
た。紡績「工場」労働者の約 85％が「紡績女工」

定期間工場に出稼ぎし、年期満了後は大抵帰国
するもの」であり、早晩帰村ないし帰農が予定
されていたとされる 19）。
　男子については、十分な耕作地を持たない次
三男を中心とする潜在的過剰人口が、景気の変
動に従い、農村より大工場地帯、炭鉱、北洋漁
捲労働、土建作業、僻地建設作業等へ出稼ぎと
して大量に流出された 20）。彼らは、一身上の変
動や長い不況の襲来とともに工場地帯から再び
農村に帰農、帰村した。
　また、離職者を労働者自ら辞めた人と、企業
によって解雇された人に分けると、前者の方が
ほとんどであった 21）。例えば、従業員約 4,000
名を雇っているある繊維工場についての調査に
よれば、1900 年に、離職者 7,021 名のうち、82％
が自発的な離職で、「逃亡」が 14％、解雇が 1％
であった 22）。「逃亡」も労働者自ら辞めたこと
とみられるから、殆どが自発的に辞めたことに
なる。ただ、自発的な離職の中には、企業によ
る争奪も含まれ、明治 10 年代以降、職工の争奪
が公然と行われた 23）。
　他方、重工業の大工場では、景気の波に伴っ
て、雇用側が労働者を大量解雇する例も頻発し
た。例えば、日露戦争（1904～05）の終結に伴
い、軍工廠が雇用縮小を縮小し、その影響を受
けて 06 年から 07 年にかけて重工業の労働市場
が収縮しはじめた。特に、造船好況で規模を拡
大した民間造船所は07年の恐慌を契機として縮
小に転じ、08 年に、06 年との対比で約 2 万人、
09年にはさらに1万人の職工を放出した。また、
長期の造船不況が続いた 20 年代前半にも、造船
所の大量解雇が行われた。例えば、三菱長崎造
船所では、23 年 2 月 3,732 名という大量解雇を
行い、浅野造船所も 22 年 4 月 1,641 名の解雇を
発表し、川崎造船所は 1927 年 7 月 3,410 名の解
雇を断行した 24）。
　この時代の民営工場では、雇用期間を定めて
も企業側に、それを守るだけの安定性がなかっ
た上、職工にそれを守らせるだけの優遇措置も
とりえなかった。それゆえ、雇用期間の不安な
一種類の職工しか存在しなかったとされる。官
営の大工場においても官営八幡製鉄所のように
制度的に解雇が容易になっていた。例えば、八
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各地方に社員を派遣するか、該当地域の紹介人
を利用して募集を行った 33）。前者の社員を派遣
する場合においては募集地方が社員の郷里であ
る場合か、その地域が社員と特別な関係がある
場合であった。その地域と特別な関係がある社
員がなければ、その地方の状況に詳しい紹介人
の手を経て募集を行った。各地方の紹介人は職
工となるべく相当の婦女について、職工生活の
快楽のみを説明し、勧誘を行った。例えば、労
働時間に一定の制限がある、寄宿舎の食事が極
めて美味しく、無料である、賃金は地方群村の
労働に比べ数倍であり、賞与救済がありその金
額も小さくない、学校及び病院の設備がある、
いつでも帰郷することができ、都会見物の好機
会であることなどを強調して「甘言」する場合
が少なくなかったとされる 34）。
　工女の移動のほとんどは自発的な離職であっ
たが、こうした労働者の「自発的」な移動の背
景には紡績企業間の労働者争奪という、企業側

であったとされる 30）。当初、この紡績女工は主
に近隣地域から供給される「通勤女工」であっ
た。
　しかし、工場の規模が大きくなり、また、工
場が特定地域に集中、増加するにつれて、工場
付近からのみ必要な労働者を募集し得ることは
ますます困難となった。そのため、募集の地域
範囲が遠隔の地にまで広がった。地方遠隔の地
への職工募集の手が伸び始めたのである 31）。特
に、短期間に抜けていく労働者が多く、職工の
欠乏は次第にその度を高め、「職工募集難」が紡
績企業の「頭痛の種」になり、都市の紡績工場
は全国を渉り募集した。東京、大阪、名古屋等
の大都市及びその付近の紡績工場にあっては

「遠国」より募集した労働者が大部分を占めるよ
うになった。小都市及び群村にある工場におい
ては通勤者も少なくなかったものの、主として

「遠国」より職工を雇い入れられた 32）。
　募集地域の広がりに対応して、紡績企業は、

表 1　産業別労働者の構成比（1886 年、88 年、92 年）
（単位：％）

1886 年 1888 年 1892 年
民営工場 官営

工場
民営工場 官営

工場
民営工場 官営

工場社数 職工 傭人 社数 職工 傭人 社数 労働者

繊維
工業

製糸 � 29.2 � 37.5 4.5 2.7 27.1 35.4 35.7 2.1 19.6 23.4 1.2
織物 � � 4.4 � � 4.1 0.7 － 7.5 10.9 1.5 － 6.3 7.9 －
紡績 � � 1.2 � � 1.5 － － 1.6 5.5 0.3 － 1.0 9.9 －

その他 � � 0.7 � � 0.1 0.2 2.2 0.7 0.4 0.0 2.6 1.5 0.8 1.9
（計） � 35.5 � 43.2 5.4 5.0 37.0 52.3 37.6 4.6 28.5 41.9 3.0

食料品工業 � � 3.3 � � 0.4 0.8 － 3.4 0.9 4.5 － 6.3 2.8 －

金属
・

機械

金属・機械 � � 4.0 � � 2.9 1.1 26.5 2.8 1.9 1.1 22.3 2.8 1.3 17.0
造船 � � 0.6 � � 0.6 0.4 20.1 0.5 1.5 0.6 16.2 0.3 1.0 14.9

（計） � � 4.6 � � 3.5 1.6 46.6 3.4 3.4 1.8 38.5 3.1 2.4 31.8
化学工業 � � 8.2 � 10.6 10.0 0.0 8.8 13.9 5.1 － 8.7 9.3 －
その他 � � 9.8 � 20.0 27.8 12.2 7.2 9.8 1.9 10.2 6.3 4.9 3.7

（工業合計） � 61.3 � 77.7 45.7 63.8 59.8 80.2 50.9 53.6 52.8 61.2 39.9
鉱業 � � 3.9 � 13.2 26.4 － 4.4 10.9 33.0 0.0 7.6 36.0 0.0
土木 � � 0.9 � � 0.1 0.8 － 1.2 0.2 0.2 － 0.5 2.7 －
運輸 � � 9.4 � � 0.4 7.9 － 5.8 0.5 4.7 0.0 7.1 － 0.0

その他 � 24.5 � � 8.6 19.1 36.2 28.8 8.1 11.2 46.4 32.0 － 60.1
（総計） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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勧誘した 39）。職工の奪い合いが一般に各工場間
に普及していき、職工不足に直面した各工場間
に絶えず職工の争奪が行われた。大阪紡績、日
本紡績、浪華紡績、細糸紡績、平野紡績の間に
女工の奪い合いが盛んになり、外金巾、明治、
泉州、岸和田、天満などもまた互いに争奪の相
手であり、福島、日本、堂島の 3 社は近所であ
るだけ、特に職工の奪いし合いが激しかった。
東京でも、鐘紡は、江戸堀の尾張屋敷を借入て
労働者を収容したが、その中には取る者ととら
れるものが混合雑軍していた。寄宿舎が狭隘で
あるために指定した下宿を設けて遠国の職工を
寄宿させるところもあったが、この場合、他の
工場主がこの指定した下宿の主人を誘い、若干
の手数料を与え、その寄宿工を全く奪うことす
らあったという 40）。このように、職工争奪は当
時の一般的風潮になり、1894 年以降、「真の職
工争奪戦」は益々甚だしいものとなった。争奪
の対象も、当初は、経験工ないし熟練工であっ
たが、さらに一般の争奪にまで及ぼされた 41）。
　争奪によって、移動や逃亡が頻発した 42）。紡
績工場の工女は、短期就業を特徴とする未婚の
若年労働者であるため、入退が激しく、男子労
働者の場合より移動率が一層高かった。殊に、
多くの紡績女子労働者は、職人的徒弟教育を必
要としない不熟練的性格をもっていたため、習
熟しないままで、激しい労働移動に身をまかせ
た 43）。「自由労働者」で、「雇主の束縛をうけ」
ることもなく、数通の通帳を所有して毎日気の
ついた工場に転々として出勤した。「一転叉一
転」、1 年に数カ所の工場を転々する場合も珍し
くなかった 44）。工場を逃亡して他の工場につい
てしかも偽名をもって工場主を欺き雇入れられ
ケースすらあった 45）。
　紡績工場の移動率は 100％を超えていた。1 年
間に雇入れ、退場する職工数が各工場の現職工
数とほぼ同じかそれ以上であったのである 46）。
例えば、1890 年下半期、東京鐘紡工場の職工数
は 2,064 人で、半年にして交替出入りした職工
数がその 58％、移動年率で 116％に達した。明
治 20 年代末における大阪地方の紡績工場の移
動率は、120％をはるかに超えていた 47）。1903
年に農商務省が刊行した『職工事情』によれば、

の働きかけがあった。その意味では、工女自身
の完全な「自発」によるものとは言い切れない
移動が多かった。
　前述したように、労働力需要の増大は一般女
工の募集地域を次第に遠隔地に押しやり、移動
が頻繁なことと重なって企業の募集費が増大し
た。さらに、経験工、熟練工は絶対数が不足し、
各経営が負担とする職工養成費が嵩んだ。相当
の経営難を経験していた紡績企業は、職工の募
集費と共に、職工養成費を節約するために、経
験工や熟練工の争奪が盛に行った。さらに、熟
練工の獲得は他社の操業上の長所を合わせ獲得
する妙策でもあった 35）。
　明治 10 年代までは、紡績工場で職工の争奪や
逃亡はほとんど問題とならなかったが、昭和 20
年代に入ってからは、紡績会社の新設と既設会
社の相次ぐ増錘とによって、労働者、特に経験
工に対する大量の需要が生じ、紡績企業間の職
工争奪が激化した。とりわけ、新設工場におい
ては、「新たに業につき技術」をもっている紡績
職工を「雇入れ漸次これを養成するよりも、む
しろ既設工場」の「熟練を積んでいる女工を奪
う手段に訴え」、熟練職工の獲得に奔走した 36）。
　例えば、1889 年に創業し 91 年 11 月開業した
摂津紡績は、開業当時、木津川を隔てて相対し
ていた大阪紡績から「工務係を始め熟練女工」
を採用するため、通勤者を誘惑した。89 年 5 月
営業開始した平野紡績（1893 年に尼崎紡績に改
称し、1918 年に摂津紡績と合併し大日本紡績に
なった）も、大阪紡績から伝習工を争奪した。
1887 年 5 月に東京綿商社として設立し、89 年
より操業を開始した鐘紡でも、大阪紡績から職
工をもらい受けたとされる。大阪所在の紡績企
業の中には、遠くは名古屋、岡山などの紡績企
業から労働者を採用するため、「技男を間諜とし
て敵方に入社させ、待遇を好餌として歓心を買
い、機会をみてこれを自分の工場に引き入れ
た」37）。このように、続々と建設・増錘された
紡績企業の間には、他社から経験工を引き抜く
ことが次第に一般化していった 38）。
　さらに、「積極的に攻勢を採らざれば、すぐ敵
に争奪され」、争奪が争奪を生み、手不足の会社
は途に要して転々として勤務する職工を互いに
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よれば、綿紡績業で、勤続年数 1 年未満である
女工が全体の 42.3％に達しており、2 年以上勤
続している女工は 23.6％にすぎなかった 54）。

　㋺製糸業
　製糸業も労働者が多い部門であったが、この
製糸労働者の大部分は若年の女子労働者、いわ
ば「製糸工女」であり、主に農家の家系補完を
目的とする「出稼型」労働者であった 55）。
　明治期の製糸経営には 2 類型があった。欧米
絹織物業において経糸に使用されうるような

「優等糸」の生産に努力を傾けた製糸家と、主に
清国製糸業と競合する緯糸用「普通糸」の生産
を行う製糸家であった。前者はその多数が自家
製造である、旧来からの座繰製糸であり、後者
は主に工場組織による生産を行う近代的な器械
製糸であり、成長期の日本製糸業を主導したの
は後者の器械製糸であった 56）。従って、この時
期に器械製糸の女工需要が強く、製糸労働者の
うち、器械製糸の労働者が高い比重を占めた。
　地域別生産をみれば、器械製糸において諏訪
を中心に長野県が全国の首位であり、座繰製糸
では群馬県、とりわけ、前橋地方の生産が多く、
前橋が全国の約 1 割を占めていた 57）。すでに
1880 年代末に長野県は全国製糸工場の 4 割以上
を占め、職工数で半分近くを占めていた（表 3）。
器械製糸労働者は長野県という特定地域に集中
していたのである。
　1880 年代まで、長野、群馬などの製糸工場で

20 世紀初頭、千人の職工を有する大阪地方のあ
る大紡績工場において年々出入各 1,200 人に達
していたとする。1900 年、4,000 名の職工をも
つ他の紡績工場でも、雇入れ者が 6,085 名、離
職者が 7,701 名にもなった 48）。
　移動が激しかっただけに、紡績労働者が一工
場内で勤める勤続年数は短く、短期雇用が多
かった。横山によれば、明治 20 年代、大阪の紡
績労働者の 40％以上のものが雇入れ後 6 ヵ月以
内に工場を去っており、年期契約期間を満足に
勤続するものは約 24％にすぎなかった 49）。紡績
連合会の 69 工場調査によれば、1897 年 10 月、
勤続年数 1 年未満の労働者が 46.3％も占め 50）、
雇入れ後、半年以内に辞める人が 70％を超える
企業すらあった（表 2）。吉野、エヴァンスによ
れば、1890 年代に綿紡績労働者の約半数が雇入
れ後 6 ヵ月以内に工場を辞めていた 51）。Taira
の推計では、19 世紀最後の 20 年間に、紡績工
場の平均年期契約は 3 年であったが、雇入れ後
半年以内に辞める工女が 3 分の 1～2 分の 1 で
推移し、調査した工場の約半数で年期契約期間
満了時まで勤める女工が皆無であった 52）。
　関西地域の 16 紡績工場についての調査によ
れば、1900 年、勤続年数 6ヵ月未満が 28％で、
6ヵ月～1 年未満が 20％であり、合わせて半分
近くの人が勤続年数 1 年未満であった。大阪地
方の紡績工場において 1 年間に職工全数以上の
交代があったのである 53）。
　1910 年の工場統計表に基づく間らの推計に

表 2　紡績労働者の勤続年数（全従業員の中での比率、1897 年）
（単位：％）

企業名 6 ヵ月以内離職者 6 ヵ月超過勤続者 継続雇用中
大阪紡績 20 80 25
三重紡績 40 60 25
尼崎紡績 40 60 29
摂津紡績 30 70 � 9
平野紡績 30 70 43
鐘ヶ淵紡績 25 75 59
倉敷紡績 70 30 20
玉島紡績 70 30 18

出所：大日本綿糸紡績同業連合会（1898）、16-18 頁；Chokki（1979），p.159。
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製糸場に就業する例まで出てきた 63）。さらに、
時間が立つにつれて、「本格的」に「逃亡」する
女工の比重が増しており、明治末年には中小製
糸経営から大経営へと相当数の女工が移動し
た 64）。
　逃亡、移動が多かっただけに、製糸家にとっ
て、前述したように、遠隔からの女工募集が大
きな課題であった。募集は、工場主と工女との
間に紹介人を入れるか、工場主が臨時に募集員
を派遣する形で行われた。前者の募集方法では、
雇用主と工女又はその父兄とは間接の関係を有
することとなったために、中間に立つ紹介人に
よる「欺瞞」で、長野の例のように、工女が予
想外の困難に陥ったり、工女争奪のために工場
主さえ巨額の損害を被るケースがあった 65）。後
者の募集方法では、たとえば、諏訪郡の製糸家
は、毎年 1-3 月各地に「見番」と呼ばれる男性
監督労働者を募集員として派遣し、戸主との間
にその女子や妻の雇用契約を結ばせた 66）。
　こうした女工の募集の中には企業側の女工争
奪も含まれており、とりわけ、製糸業における
工女募集問題は本質的に経験工募集をめぐる競
争にあった 67）。器械製糸の工女は、手先の熟練
を要しており、それゆえ、製糸企業はできるだ
け経験の豊かな工女を確保しようとしたためで
る。
　すでに明治 20 年頃から長野県の平野村では
製糸家の間に女工雇入れの競争が始まり、製糸
労働市場が逼迫する 1890 年代前半からその争
奪戦が激化し、諏訪郡内の製糸家間に女性繰糸

は紡績業ほどに女工の欠乏を感ずることはな
く、工場周辺の農村から募集される「通勤女工」
が多かった。例えば、長野県では、明治 30 年代
末まで諏訪、上伊那、東筑摩の 3 郡から調達し
た「通勤女工」が圧倒的に多かった 58）。
　製糸工場は、労働時間が長い上に農村工業と
して発展したため、通勤圏が狭く、通勤女工の
比率も低くはなかったものの 59）、しかし、製糸
業の成長に伴って経営規模が拡大し、特定地域
に工場が密集するにつれ、紡績業と同様に、女
工の募集地域が次第に拡散した。例えば、諏訪
製糸業の募集圏は、明治 40 年代以降、山梨、東
信、安曇などへと広がった。前橋の座繰製糸の
工女募集も、前橋市街から他地域に広がり、越
後より雇入れる工女が 8 割～9 割にまで高まっ
た。遠隔の農村地帯から流出してくる労働者が
大きなウェイトを占めるようになったのであ
る 60）。
　遠隔からの労働者は工場近隣からの通勤女工
と違って、工場に住み込む「寄宿工女」であり、
それゆえ、遠隔からの労働者が増えたことは「寄
宿工女」が増えたことを意味した。
　こうした「寄宿工女」を中心に、製糸場から
の逃亡、移動がかなりひんぱんにあった 61）。偽
装結婚に近いかたちで工場を変えた「個人」が
多数あり、「今日は甲家に働き明日は乙家に去
る」女工が後を絶たなかった 62）。個人だけでな
く、仲間の人を扇動して一緒に製糸場を「去」
る、所謂「浮浪工女」も表れ、1912 年には、未
婚の女工たちが集団で工場から逃亡し、遠隔の

表 3　地域別生絲の工場数と職工数（1888 年）

県名 工場数 （構成比（％）） 職工数（名） （構成比（％））
長野県 � �613 � 43.9 31,263 � 49.5
岐阜県 � �243 � 17.4 � 7,925 � 12.5
山梨県 � �232 � 16.6 � 8,602 � 13.6
愛知県 � � �89 � � 6.4 � 5,495 � � 8.7
三重県 � � �92 � � 6.6 � 3,588 � � 5.7
群馬県 � � �63 � � 4.5 � 3,376 � � 5.3
福島県 � � �63 � � 4.5 � 2,927 � � 4.6

（合計） 1,395 100.0 63,176 100.0

出所 : 農商務省商務局（1903a）、131 頁。
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ていた繊維産業は、労働者の頻繁な移動と短期
雇用、短い勤続年数と特徴づけられる状況で
あったのである。

　㋩金属・機械産業
　20 世紀初頭、繊維産業に比べれば、日本の重
工業労働者の移動の程度は低かったが、西欧の
重工業と比べれば、移動率が高かった。当時の
重工業労働者は、同じ職種であれば、大小各種
の工場を、広い地域にわたって流動した 72）。
　まず、造船業をみれば、最初は官営造船所間
の人の移動が多く、その後には、官営から民間
造船所への移動、民間造船所間の移動が頻繁に
みられた。例えば、幕末期から多くの職工を養
成してきた官営横須賀造船所（当初、横須賀製
鉄所）では、「西洋式工業に通ずる」職工は、「逐
次に退去」し、官営長崎造船所およびその他の
軍工場に移った。横須賀造船所はその後に勃興
していった日本の金属・機械工業における熟練
職工の大供給母体であった 73）。
　官営長崎造船所からも「辞職して呉工廠に出
稼する者」が頻繁にみられ、数年後には長崎造
船所に戻ってくる人も少なくなかった。職工難
に悩んでいた多くの造船所が海軍工廠や既設の
造船所の職工に法外な好条件をつけて誘い出す
など、激烈な職工争奪戦が演じられた 74）。
　三菱造船所の例で、「優良の職工」のうち、必
ずしも同造船所に雇われ、同造船所でのみ修養
した人は少なく、多くの工場を遍歴し、その経

労働者の獲得競争が引き起こされた。20 世紀に
入って、器械製糸業の隆興期を迎え、日露戦争
後には、女工争奪戦はさらに激しさを加えた。
1916 年、17 年ごろからの器械製糸業の飛躍的
発展期には、製糸女工争奪戦はますます激化し
た 68）。女工の供給不足の上に、新規雇用の時期
が同一で、しかも全従業員の雇用がいっせいに
行われたため、激烈な女工獲得競争が展開され
たのである 69）。
　女工の争奪が激しかったことは、争奪した人
も長くは勤めないことを製糸家が想定していた
ことであり、それゆえ、製糸家が労働者を雇入
れる際に結ぶ雇用契約期間は短かった。実は、
1890 年頃までの雇用契約書は、就業期間を明確
に定めていなかったとされる 70）。諏訪郡の製糸
経営においては、工女は 1 年以内の雇用契約を
結び、雇主は作業終了時に、次年度の雇用を女
工と予約するのが普通であった 71）。もちろん、
その短い雇用契約期間すら満たさず逃亡する女
工も多かった。
　従って、紡績工女に比べれば遥かに長かった
ものの、製糸工女の勤続年数は短く、とりわけ、
当時の製糸業を代表する長野県で、製糸工女の
勤続年数が短かった。例えば、1901 年、長野県
の製糸労働者の平均勤続年数は 2.34 年であり、
他の地域のそれを下回っている。勤続年数分布
をみても、長野県の製糸労働者で、勤続年数が
1 年以下の人が 3 分の 1 を超えていた（表 4）。
産業革命期、女性労働者の圧倒的な多数が働い

表 4　製糸労働者の勤続年数（1901 年）

長野県 その他の諸県
勤続年数 人数（名） 構成比（％） 人数（名） 構成比（％）
0-0.5 年 � 1,375 � 10.9 � �340 � 11.7
0.5-1 年 � 2,862 � 22.8 � �342 � 11.8
1-2 年 � 2,439 � 19.4 � �484 � 16.6
2-3 年 � 2,267 � 18.0 � �478 � 16.4
3-5 年 � 2,078 � 16.5 � �763 � 26.2
5-7 年 � 1,558 � 12.4 � �502 � 17.3
合計 12,579 100.0 2,909 100.0

平均年数 2.34 年 2.86 年

出所 : 農商務省商工局（1903a）、187-188 頁。
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高かった。表 7 で三菱長崎造船所の状況を見れ
ば、1 年未満の勤続年数の人は、それ以上の勤
続年数の人に比べ、圧倒的に離職率が高かった。
また、1910 年代初頭、三菱造船所では、採用間
もないの人、勤続年数の短い人の移動が頻繁で
あったことが確認される 78）。
　移動が激しく、とりわけ、勤続年数の短い人
の移動が多かっただけに、造船労働者の勤続年
数は短かった。大小を問わず、20 世紀初頭にお
ける日本の造船所では、勤続年数が短い人の割
合が高かった。たとえば、かなり古い歴史を有
する大経営である石川島造船所、三菱長崎造船
所などにおいてさえ、勤続 1 年未満の人の割合
は 40％を超え、大阪鉄工所においては、3 分の
2 近くになり、呉海軍工廠も 50％に肉薄してい
る。勤続 3 年未満のものまで加えれば 70％以上
がそれに該当した（表 8）。
　造船業以外の機械産業においても、鉄工は頻
繁に移動していた。殊に、機械器具工場におけ
る移動率、離職率が高く、機械工場では「平均
1 ヵ年に殆ど全数の変容を見る」ような状態で

験が豊富な人が多かった 75）。「渡り職工」的気
風は、日露戦後重工業に入職し、新たな技能養
成制度のもとで訓練されてきた者のなかにさえ
波及し、三菱神戸造船所、三菱長崎造船所でも、

「修行 3 年位」を経た見習職工のなかには、呉、
佐世保などの海軍工廠へ渡り歩くものが少なく
なかった 76）。
　造船労働者の移動率、離職率は高かった。例
えば、三菱長崎造船所では、拡張過程にあった
1899～1901 年に、それぞれ前年度末在籍者の
69％、63％、101％が退所した。恐慌の影響に
よってわずかながら職工数の減少をみた 1899、
1902 年共に、前年度末の在籍者の 74％にも及
ぶ多数の職工が退所していた（表 5）。
　1910 年頃になると、海軍工廠の離職率は低下
するものの、それまでは、民間造船所と海軍工
廠の労働者の離職率共に高い水準で推移した

（表 6）。移動率をみれば、たとえば、長崎造船
所では、1910 年まではほとんど移動率 100％を
超えるのが常態であった 77）。
　特に、勤続年数が短い若い労働者の離職率が

表 5　三菱長崎造船所職工の移動状況（1898 年 -1902 年）
（単位：人）

年 年度末在籍人員 解傭人員 傭入人員
1898 年 3,430 2,826 2,457
� � 99 年 3,558 2,379 2,507
1900 年 3,792 2,251 2,485
� � 01 年 5,209 3,836 5,253
� � 02 年 5,193 3,356 3,340

出所：兵藤（1971）、126 頁（原資料は三菱合資会社（1914）、66 頁）。

表 6　海軍工廠及び造船所の職工数、離職率（1906 年 -10 年）
（単位 ; 人、％）

横須賀海軍工廠 呉海軍工廠 呉海軍工廠造船部 三菱長崎造船所 三菱神戸造船所
職工数 離職率 職工数 離職率 職工数 離職率 職工数 離職率 職工数 離職率

1906� 15,810 ？ ？ ？ 7,500 57 8,871 43.9 � �928 44.2
1907 12,158 47.8 21,964 48.7 5,687 62 9,669 51.9 1,681 53.6
1908� 11,852 23.1 21,700 31.7 4,170 47 9,011 51.9 2,181 49.3
1909� 12,068 13.2 23,800 � 4.8 3,105 63 5,703 68.5 1,860 44.4
1910 11,627 13.6 24,765 � 5.2 3,102 23 5,379 25.9 1,800 35.8

出所：兵藤（1971）、300-301 頁。
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13 歳の春、東京某工場の徒弟として年期奉公に
住み込み、1、2 年の後、不平でそこを退き、16
歳で縁故を頼って築地の海軍工廠に入り、やが
てそこをやめ、小石川の砲兵工廠に移った。間
もなく、芝の山越鉄工所に入るが、そこから林
絹絲機械製造工場へ、さらに吉村工場へ、その
後、赤羽根の海軍工廠に雇われ、また、城北の
某大工場へ移り、再び砲兵工廠に職を求めて働
いていたとされる。
　機械工場などの急速な増加、拡大傾向の下で、
日清戦争後、熟練職工の移動は多数にのぼり、
熟練労働者の移動が激しかった。熟練職工は、
特定の工場なり作業場なりに長期にわたって勤
務することは、必ずしも最初から予定されな
かった 85）。この熟練工については企業間の「争
奪」による移動が多かった。特に、機械器具工
業で、既経験の労働者・職工の争奪戦が激化し、

あった。例えば、芝浦製作所などでは 1 年間に
凡そ半数の職工が入れ替わった 79）。
　金属・機械工業においても、不熟練労働者だ
けでなく、この分野の徒弟の移動も頻繁であっ
た 80）。機械・金属加工産業で労働力需要が急増
する中で、企業が多年苦心して養成した徒弟や
見習工の中にも年期終了せず、転々と親方を替
え、他の工場に転じて、「渡り職工」となって
いった 81）。原則に、徒弟や見習工が仕事をある
程度修得するやいなや、一人前の収入をもらえ
る他のところに移っていった 82）。機械産業の見
習い職工では、東京で数年間働いてから数年間
大阪に移り、その後、呉や海軍の造船所で働き、
東京に戻った例が多い 83）。
　明治末期から大正初期にかけての若い職工の
激しい移動は、友愛会の創立者である鈴木文治
が自分の自叙伝でもよく述べている 84）。鈴木は

表 7　三菱長崎造船所の離職率（1902 年 -1912 年）
（単位 ; 人、％）

1903 1904 1905 1906 1907 1908 1909 1910 1911 1912
全体 46.8 36.7 � 44.4 57.7 56.5 48.4 43.4 24.4 26.6 25.3

勤続年数

（1 年未満） 83.8 50.7 102.0 94.2 80.9 74.7 31.2 78.2 76.8 47.0
（1 年～ 3 年） 40.2 45.4 � 38.6 55.7 61.5 44.7 59.5 24.0 27.7 48.4
（3 年～ 5 年） 12.8 16.6 � 19.7 19.4 16.3 15.8 50.7 20.5 17.1 10.9
（5 年以上） － － － － － － 26.6 15.3 15.7 � 8.2

注：�全体の離職率は（依頼解傭者数 + 犯則解傭者数）÷前年度在籍人員。1903 年～ 1908 年の「勤続年数 3 年～
5 年」は勤続年数 3 年以上。

出所 : 西成田（1988）、95 頁。

表 8　造船労働者の勤続年数（1902 年）
（単位 ; 人、％）

6 ヵ月
未満

6 ヵ月
～ 1 年

1 年以上
～ 2 年

2 年以上
～ 3 年

3 年以上
～ 5 年 5 年以上 計 実数

石川島造船所 12.7 10.1 19.3 23.8 15.9 18.3 100.0 � �623
九州鉄道小倉製作所 29.6 13.6 11.1 17.4 18.6 � 9.6 100.0 � �720
浦賀船渠 37.4 43.7 12.5 � 6.4 － － 100.0 � �801
大阪鉄工所 31.4 31.8 11.3 � 8.2 � 8.4 � 8.8 100.0 1,492
三菱長崎造船所 46.9 － 23.5 － 12.8 14.3 100.0 5,066
呉海軍工廠 23.0 13.7 � 6.4 � 6.8 � 4.4 19.0 100.0 4,982

注：�呉海軍工廠には 1902 年 3 月の数。三菱長崎造船所の 6 ヵ月未満欄は、1 年未満で、1 年以上～ 2 年未満は、
1 年～ 3 年。

出所：農商務省商工局（1903c）、8-9 頁。
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こうした職工争奪は、第一次大戦期中にまで活
発に行われた 86）。また、人的縁故に基づき、親
方的熟練労働者などの斡旋で、熟練鉄工は全国
的な移動の範囲をもった 87）。熟練鉄工の場合、
全国をカバーする、同業鉄工のコミュニティが
形成されており、そのコミュニティの情報、紹
介によって全国各地で転職することができた。
これは、石炭業の友子の一部機能と類似するも
のである。
　鉄工の移動が多かっただけに、企業にとって、
常に新たな職工募集が重要な課題であった。鉄
工の募集は、職工の紹介あるいは広告掲示など
の方法で行われ、紡績業や製糸業のような、募
集人を使っての募集・採用は稀であった。とり
わけ、数多くの徒弟及び子分を有する職工の紹
介によることが多かった。鉄工の採用に際して
は、特に雇用期間を定めることなく、何時でも
双方合意解約をなし得る場合が多かった 88）。
　鉄工の移動が頻繁であったため、鉄工の勤続
年限は短期であり、勤続年数が短かった。男性
熟練鉄工のごく一部だけが、同じ企業で一定期
間以上勤めた 89）。1902 年の農商務省調査で、勤
続 6 ヵ月未満の鉄工が 12.9％、6 ヵ月ないし 1 ヵ
年は 39.9％で、両者を合わせた 1 年未満のもの
が鉄工の 52.5％にも達した（表 9）。

　個別の民間機械メーカーの例をみても、鉄工
の勤続年数が短かったことが確認できる。たと
えば、1902 年現在、天満鉄工所、新潟鉄工所、
芝浦製作所、九州鉄道小倉製作所で勤続年数
6 ヵ月未満の鉄工が 3 割前後を占め、天満鉄工
所、新潟鉄工所、大阪汽車製造では、勤続年数
1 年未満の人が 6 割～7 割を占めた。逆に、3 年
以上の職工の比重は低く、天満鉄工所で 7％弱、
新潟鉄工所で約 25％、九州鉄道小倉製作所で
28％にとどまった（表 10）。
　近代鉄鋼業が始まって、19 世紀末から 20 世
紀初頭、製鉄労働者も企業間に移動するケース
が多かった。官営八幡製鉄所の創業に従事、同
所の主席勅任技師を歴任した今泉嘉一郎の証言
によれば、創設期の官営八幡製鉄所の労働者は

「出入が常なし」であり、「渡り人間」が多数で
あった。あらゆる年齢層の労働者が製鉄所に極
めて簡単に出入りする場合が多かった。しばし
ば鉄鋼企業は働き続けてもらいたい労働者をあ
まりにも早く失われてしまった 90）。特に、民間
鉄鋼メーカーによる官営八幡製鉄所からの熟練
労働者争奪が多発した 91）。官営大企業が育成す
る基幹工は民間の競争企業に誘われて常に逃亡

（移動）の姿勢をとった 92）。
　同製鉄所の職員の移動も激しく、たとえば、

表 9　鉄工の勤続年数（1902 年）

6 ヵ月未満 6 ヵ月～ 1 年 1 ～ 2 年 2 ～ 3 年 3 ～ 5 年 5 年以上 計
調査数 1,258 3,853 645 1,730 1,113 1,134 9,733

構成比（％） 12.9 39.6 6.6 17.8 11.4 11.7 100.0

出所：農商務省商工局（1903c）、11、223 頁。

表 10　機械各社の職工勤続年数分布（1902 年）
（単位 ; 人、％）

6 ヵ月
未満

6 ヵ月
～ 1 年

1 年以上
～ 2 年

2 年以上
～ 3 年

3 年以上
～ 5 年 5 年以上 計 実数

天満鉄工所 30.0 43.3 � 6.7 10.0 � 6.7 － 100.0 � 30
新潟鉄工所 32.9 25.1 � 9.1 � 8.2 16.9 � 7.8 100.0 231
大阪汽車製造会社 － 69.5 28.8 16.0 － － 100.0 312
芝浦製作所 24.7 14.0 14.0 14.4 16.2 16.8 100.0 458
九州鉄道小倉製作所 29.6 13.6 11.1 17.4 18.6 � 9.6 100.0 720

出所：農商務省商工局（1903c）、11 頁。
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夫」は九州から北海道まで鉱山のある全国各地
に存在した 95）。鉱夫数が増加する中で、「渡り
坑夫」の移動を介して、大鉱山を中心とする全
国的な広がりをもつ流動性の高い労働力市場が
成立されていた 96）。
　夫婦家族で炭鉱を転々するケースも少なくな
かった。男は先山、女は後山として夫婦共稼ぎ
が可能であったという条件があったから、当時
の炭坑内には夫婦家族で組を作り、相共に働く
労働者が多く、「夫は仕事道具を肩に妻は釜鍋を
もって、炭鉱の煙突目当てに山から山へと移動
した」とされる 97）。
　炭鉱労働者の移動は、炭鉱間の労働力争奪に
促された。明治期に、露骨で激しい鉱夫争奪戦
が展開された 98）。こうした争奪戦の背景には、
熟練坑夫の絶対的不足があり、新規参入等に
よって拡張を遂げる鉱山があれば、鉱夫の引抜
が激しくなった 99）。
　こうした激しい移動によって鉱山労働者の移
動率は高かった。特に、石炭鉱夫の移動率が高
かった。石炭鉱夫の移動率は一般の工業労働者
のそれと比較しても、著しく高く 100）、金属鉱山
の 2 倍前後であった（表 11）。炭鉱の中では、
1890 年代に全国出炭の過半を占めた筑豊炭田
の鉱夫たちの移動率が他地域のそれに比べ高
かった 101）。
　鉱山労働者の移動が激しいだけに、一つの鉱
山での勤続年数も短かった。例えば、日露戦後、
ほとんどの大手炭鉱で勤続 2 年未満の鉱夫が圧
倒的な比重を占めていた 102）。1903 年の農商務

製鉄所職員の標準的な勤続年数は 1～2 年で、
6 ヵ月以内のものも少なくなかった 93）。また、
八幡製鉄所から他社に出る人が多かっただけで
なく、入ってくる人の中でもいろいろな職場を
転々した人が多かった。例えば、菅山の研究に
よれば、職員の採用年齢が高く、職員の半数は
製鉄所への入職以前に複数の性格の異なる職業
に従事した経験をもっており、3 種以上の職業
の経験者さえ少なくなかった。職工と同様に、技
術者と事務職員などにおいても、頻繁な転職と
広い地域にわたる移動が行われたのである 94）。
　このように、産業勃興期から第 1 次世界大戦
期に至るまで、成長していた繊維企業の女工だ
けでなく、重化学工業の労働者にも、職場を頻
繁に変える動きが著しかったのである。組織を
またがった労働者の移動が割合自由に行われた
ことは、労働市場の流動性が高かったことであ
り、その意味で、この時期の日本の雇用関係、
労使関係は市場性が強かったということでき
る。

　㋥鉱業
　明治初年から炭鉱における坑夫の移動は顕著
であり、明治 30 年代には坑夫の移動がきわめて
頻繁であった。採鉱夫、製錬夫などの基幹労働
力は、その習得した熟練を基礎に移動を繰り返
した。
　農村、特定の地域共同体との結びつきをもた
ない移動坑夫、いわば「渡り坑夫」が多かった。
鉱山・炭鉱を渡り歩く、独立性の強い「渡り坑

表 11　坑夫移動率の比較（1906 年～ 14 年）
（単位：％）

年 石炭 金属
1906 134.9 63.2
1908 122.7 77.0
1909 123.6 69.7
1910 122.5 67.6
1912 174.8 67.5
1913 162.9 79.5
1914 162.6 79.4

出所：武田（1987）、166 頁。
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省商務局の調査によれば、石炭採鉱夫では勤続
1 年未満が半数を占めていた（表 12）。勤続年数
が 1 年未満の一般鉱夫が過半数を占めたという
調査もある 103）。

アメリカ

　ⅰ）労働者の移動様相と短期雇用：市場性
　19 世紀半ば、工業化が本格化した時期から
1920 年頃にいたるまで、アメリカの諸産業、諸
地域で、労働者が特定企業、特定工場で長期間
にわたって働くことはほとんどなく、工場間、企
業間を移動しながら働くことが一般的であった。
労働者はピッタリあった職種や、適当な職長を
見つけるまで、職種から職種へと移動した 104）。
　1910 年代までのアメリカで、極めて流動性の
高い労働市場 105）が形成されており、その限りで、
この時期のアメリカの雇用関係、労使関係には
市場性が強く働いていたということができる。
　労働者は特定地域を超えても移動した。19 世
紀後半、アメリカの都市における 10 年ごとの残
存率は 35％ほどで、これは、ある時点で都市に
住んでいた人口の 65％が 10 年後にはそこに住
んでいなかったことを意味した 106）。都市を出入
りする絶え間ない移動により、移動人口が数回
入れ替わる可能性があった。これが 19 世紀後半
から 20 世紀初頭のアメリカの都市で起こった
ことである 107）。
　別の角度からいえば、19 世紀後半と 20 世紀
最初の 20 年間に、ブルーカラーの圧倒的な多数
は雇用が不安定であった 108）。その指標として、
労働者の移動率、離職率が一貫して高かった。

19世紀の労働者の移動率の記録は見当たらない
が、20 世紀最初の 20 年間については、利用で
きる良いデータから、製造業で一貫して高い労
働移動率を記録していたことが確認できる 109）。
　米政府の全米調査データに基づく推計によれ
ば、1910 年代を通して、離職率、移動率がそれ
ぞれ平均で約 100％、約 200％の高い水準であっ
た（表 13）。1 年間に労働者全員が入れ替わった
ことになる。
　もちろん、景気の波によって離職率、移動率
は変化し、好況の離職率は不況の離職率の 2 倍
～3 倍であった。例えば、不況の 1908 年、14
年、15 年には離職率が低いのに対して、1906
年、07 年、10 年、13 年、16 年に離職率が高
かった 110）。ただし、景気の波に関わらず、総じ
て、移動率水準が高かった。好況には新たな仕
事の機会が増え、職場を変える人が増加し、不
況には、大量のレイオフによって高い労働移動
率が維持された 111）。
　1918 年 5 月期、全米 53 社についての政府調査
では、在籍労働者 69,553 名に対して、1 年間の
雇入れ数が 93,206 名、離職者が 96,207 名で、移
動した労働者数（＝雇入れ者＋離職者）は189,413
名であった 112）。在籍者のほぼ 1.5 倍の人がやめ
て、3 倍の人が移動していたとの結果である。か
なり激しい労働者の移動が行われる、流動的な
労働市場であったことが分かる。
　企業別にみても年間移動率が 300％を超える
ことが珍しくなく、1900 年代と 10 年代のデー
タで、多くの会社が 10％を超える月間離職率、
年間では 100％を超える移動率を経験してい
た 113）。

表 12　採鉱夫の勤続年限
（単位：名、％）

1 年未満 1 ～ 3 年 3 年以上 合計

男 人数 13,468 8,639 5,162 27,269
（構成比） （49.4） （31.7） （18.9） （100.0）

女 人数 4,576 2,656 1,719 8,951
（構成比） （51.1） （29.7） （19.2） （100.0）

合計 人数 18,093 11,327 6,900 36,320
（構成比） （49.8） （31.2） （19.0） （100.0）

出所：隅谷（1968）、324 頁。
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大拠点であるマサチューセッツ州ローウェルで
は、女性労働者のうち、わずかの人しか工場で
長く働くつもりがなかったとされる 117）。
　労働者が頻繁に移動しただけに、短期雇用が
支配的であり、勤続年数が短かった 118）。表 14
によれば、在職者のうち、勤続年数 1 年未満の
人が 1913 年-14 年に約 3 割、17 年-18 年には約
3 分の 1 になっており、3 年未満の人は、1913
年-14 年、17 年-18 年共に、半数を超えている。
離職者に限定してみれば、勤続年数 3 ヵ月未満
の人だけで、1913 年-14 年に 5 割、17 年-18 年
には 6 割を超えており、勤続年数 1 年未満だっ
た人が 1913 年-14 年、17 年-18 年共に、8 割を

　たとえば、米商務雇用省のデータによれば、
1905 年～10 年、某製鉄所の年平均離職率は
71.5％、同期間、雇入れ者と離職者を共に入れ
た移動率は、年平均 118.2％であった 114）。また、
米労使関係委員会が 14 年、105 の工場と炭鉱を
調査した結果によれば、平均在籍労働者数
226,038 名、離職者は 225,942 名で離職率はほ
ぼ 100％であった。離職率 200％以上が 11 工場
で、100％以上が 41 工場もあった 115）。15 年、米
靴下製造企業の最高経営者達が、「自分の企業で
毎週何人の労働者を雇い入れ何人を解雇してい
るかよく知らない」と答える 116）ほど、労働者
の移動が激しかった。この時期、繊維産業の一

表 13　全米労働者の移動率、離職率（1910 年 -19 年）
（単位：名、％）

年度 調査企業数 労働者数（A） 入職者（B） 離職者（C） 移動者
（D ＝ B ＋ C）

離職率
（＝ C/A × 100）

移動率
（＝ D/A × 100）

1910 � 16 � 85,263 � 90,408 � 86,179 � �176,587 101.1 207.1
1911 � 24 109,653 � 94,029 � 96,915 � �190,944 � 88.4 174.1
1912 � 54 188,363 210,085 182,287 � �392,372 � 96.8 208.3
1913 113 399,449 541,746 535,118 1,076,864 134.0 269.6
1914 162 373,287 300,121 326,755 � �626,876 � 87.5 167.9
1915 � 51 159,054 122,211 � 99,734 � �221,945 � 62.7 139.5
1916 � 20 � 94,803 131,300 101,102 � �232,402 106.6 245.1
1917 � 27 � 58,052 � 79,287 � 74,917 � �154,204 129.1 265.6
1918 � 29 � 56,411 � 97,918 � 84,999 � �182,917 150.7 324.3
1919 � 19 � 42,632 � 38,751 � 36,100 � �� 74,851 � 84.7 175.6

出所：Brissenden�and�Frankel�(1920),�p.41。

表14　�在職者、離職者の勤続年数分布（1913年 -14年、17年 -18年）
（単位：％）

1913 年 -14 年 1917 年 -18 年
在職者 離職者 在職者 離職者

3 ヵ月未満 13.1 52.0 12.7 60.8
3 ヵ月～ 6 ヵ月 � 7.4 15.6 � 8.4 12.6
6 ヵ月～ 1 年 � 8.3 13.7 12.6 10.5
1 年～ 2 年 12.1 � 8.1 14.6 � 7.1
2 年～ 3 年 11.1 � 4.0 � 9.2 � 2.7
3 年～ 5 年 15.0 � 3.4 � 8.8 � 3.0
5 年～ 32.9 � 3.3 27.8 � 3.2

出所：Brissenden�and�Frankel�(1919),�p.�51.
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あった。表 16 によれば、景気の波によって、企
業によるレイオフや解雇がかなりの割合になっ
た年もあったものの 122）、総じて、1910 年代を
通して 7 割～8 割の離職者は自発的な辞職で
あった。
　1911～17 年、米労使関係委員会が 33 工場を
調査したところによれば、離職者 28,105 名のう
ち、78％が辞職で、レイオフが 9.5％、解雇が
0.4％であった 123）。地域別の調査でも、たとえ
ば、1918 年、クリブランドとデトロイトの離職
者のうち自発的離職者がそれぞれ 81％、73％に
達している 124）。同じ年、サンフランシスコの離
職者のうち、64％が自発的辞職であり、レイオ
フが 23％、解雇 7％、軍入隊 6％であった 125）。
ミルウォーキーでも 1918 年に離職者の 83％も
が自発的辞職であり、ボストン雇用管理者の調
査によれば、ボストンでも、1915 年に解雇され
た人は 669 名に止まったのに対して辞職者が
16,000 名に上った 126）。
　個別企業レベルでは、米中部都市の大手自動
車工場で、1918 年 4 月期、離職した人の中で、
自発的な辞職が 75.4％、軍入隊が 18.4％、解雇
は 5.4％で、離職する場合、自発的辞職者が圧
倒的に多かった 127）。18 年 6 月期、米カリフォ
ルニア銅山と銅精錬所の場合、炭鉱 A、炭鉱 B、
精錬所、電気亜鉛で仕事を取りやめた労働者の

超えている（表 14）。勤続年数が短い人は新た
な職場の条件に敏感であるため、より頻繁に移
動し、移動の度合いが高くなったのである 119）。
　こうした勤続年数の分布から、この時期のア
メリカで短期雇用が多かったことが推測でき
る。実際に、1918 年のデータで、ほとんどの産
業で、雇われて 1 年以内で離職する人が 3 分の
2～8 割も占めていた（表 15）。
　この時期、企業の雇用契約では、短期雇用に
相応しい、随意雇用契約（employment-at-will）
が一般的であったといわれる。雇用契約期間が
満了する前に、雇用主または労働者のいずれも
が通知なしでいつでも契約を終了することがで
きる制度が定着し、労働契約は、事実上、毎日、
毎時間新たに更新・変更できるものであっ
た 120）。19 世紀日本の大工場労働者の雇用関係
がスポット的な性格であり、20 世紀初頭にも職
工についての随意雇用契約が多く、市場性が強
い雇用関係が広がっていたという点でこの時期
の日米は似通っていたといえる 121）。

　ⅱ）移動の形態
　この時期、アメリカで労働者が多く移動した
ことは、企業によってレイオフされるか、解雇
される形もあったものの、労働者が自発的に止
めるケースが多かった。これも日本と共通で

表 15　産業別 1年以内離職者比率（1918 年 5月期）
（単位：名、％）

調査企業数 雇入れ者数 1 年以内離職者数 （比率）
自動車及び同部品 � 5 12,659 � 8,230 65.0
化学及び石油精製 � 3 10,743 � 8,230 76.6
衣類、繊維 � 3 � 6,771 � 4,799 70.9
家具、木工製品 � 1 � 3,410 � 2,681 78.6
機械製造 13 20,881 14,121 67.6
流通 � 3 � 1,931 � 1,306 67.6
雑金属製品 13 15,803 13,053 82.6
印刷出版 � 2 � � �749 � � �518 69.2
ガス、電気 � 1 � 1,585 � � �721 45.5
電車 � 1 � 3,058 � 1,150 37.6
通信 � 3 15,616 � 9,949 63.7

出所：Brissenden�and�Frankel�(1922),�p.�56。
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長していた産業で、労働者の移動が激しかった
といえる。
　特に、移動率が高く、成長が著しかった自動
車産業の状況をもう少し詳しく見ておこう。デ
トロイトでは、若年者、不熟練者、新規採用者
が移動の大部分を占めていたほとんどの自動車
工場では、雇用された労働者のわずか 3 分の 1
だけが年間を通じて雇用されていた。1913 年、
フォードの在籍労働者数 13,623 名、離職者
50,448 名で離職率は 370％で極めて高く、14 年
の不況でさえデトロイトでは、200％～300％の
離職率の工場があった 131）。1917 年に行った米
中西部都市の 22 自動車工場の調査によれば、年
移動率 50％～100％が 4 工場、100％～150％が
3 工場、150％～200％が 2 工場、200％～250％
が 5 工場、250％～300％が 3 工場、300％～400％
が 5 工場であり、ある工場の移動率は 500％に
も達した 132）。
　産業別労働者の勤続年数分布をみれば、短い
勤続年数に偏っていることが分かる。たとえば、
表 18 によれば、勤続年数 1 ヵ月未満の労働者が
2 割を超える産業が少なからず、自動車及び同
部品、化学及び石油精製のように、勤続年数 1
年未満の人が半数を超える産業もあった。

　ⅳ）地域別移動状況
　1910 年代における米主要工業地域の労働力

うち、自発的な辞職の比率がそれぞれ 80％、
76％、81％、84％にも上り、極めて高かった 128）。
　ただし、景気の波、企業の業績によって、レ
イオフや解雇の形で会社を辞めさせられた人が
かなり多いときもあった。景気的失業と季節的
失業がその表れであった。この時期、労働者は
在職保障もなく、労働市場の浮き沈みからほと
んど守られず、労働者の大きな部分が定期的に
解雇に脅かされ、雇用水準が安定していなかっ
た 129）。フォードのように、1912 年 12 月の 1 ヵ
月だけで工場従業員の半分が解雇されることさ
えあった。こうした解雇は短期勤続者に集中す
る傾向があり 130）、これには、1890 年代以降、前
述した随意雇用契約がアメリカで広く受け入れ
られたことも影響したとみられる。

　ⅲ）産業別移動状況
　産業別にみれば、多くの産業で労働者の移動
率が高かったが、中でも、製造業が流通、サー
ビス業（たとえば、ガス、電気、電車、通信業）
より移動率が高かった（表 17）。多くの製造業
で、離職率が 100％を超え、移動率が 200％を
超えており、特に、自動車及び同部品、化学及
び石油精製、家具・木工製品、革製品及びゴム
製品、雑金属製品、食肉加工などの産業で移動
率が高かった（表 17）。新しい消費財産業、旧
来の産業のうち、新たな需要を大量に創出し成

表 16　全米労働者の移動形態別構成（1910 年～ 18 年）
（単位：名、％）

年 調査
企業数 労働者数 離職者

（解雇） （レイオフ） （辞職）
人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比

1910 � � 7 � 23,273 � 17,352 � � 2,608 15.0 � � �514 � 3.0 � 14,230 82.0
1911 � 13 � 56,577 � 50,635 � � 9,837 19.4 � 5,082 10.0 � 35,716 70.5
1912 � 20 � 72,526 � 67,491 � 13,628 20.2 � 4,057 � 6.0 � 49,806 73.8
1913 � 35 134,823 186,463 � 32,094 17.2 13,334 � 7.2 141,035 75.6
1914 � 50 118,195 � 95,962 � 19,565 20.4 29,737 31.0 � 46,660 48.6
1915 � 28 � 78,984 � 42,344 � � 6,046 14.3 � 8,536 20.2 � 26,862 63.4

1917-18 103 207,303 380,390 � 51,400 13.5 29,833 � 7.8 299,157 78.6
合計 256 691,681 840,637 135,178 16.1 91,093 10.8 613,466 73.0

注：各年は前年の 6 月～ 5 月まで。
出所：Brissenden�and�Frankel�(1920),�p.48。



経営志林　第60巻２号　2023年７月　　　17

移動状況をみれば、ほとんどの地域で極めて高
い離職率、移動率を記録した。1913 年～14 年
には、シカゴ、デトロイト、クリブランドが離
職率 100％を超え、移動率は 200％を超えた。17
～18 年には、ほとんどの地域で離職率が 100％
を超え、クリブランド、デトロイト、サンフラ
ンシスコは 200％を超えていた（表 19）。

②�労働者の頻繁な移動の理由における日米共通
点

　このように、工業化の初期に、日米の両方で
労働者の激しい移動が一般的であったが、その
理由についても、日米にほぼ共通の理由が見ら
れた。労働者側の経済的な動機とモラリッシュ
な動機の両方が存在し、また、個人の属性、思
考、姿勢によって様々な要因が労働者の移動に
影響した。さらに、旧い職場を辞めさせるプッ
シュ要因と、新たな職場に労働者を引き付ける

表 17　産業別労働者移動率、離職率
（単位：社、％）

年 産業 調査企業数 在籍労働者数 雇入れ数 離職者数 移動者数 離職率 移動率

1913-
14 年

自動車及び同部品 � 15 � 32,380 � 50,564 52,172 102,736 161.1 317.3
化学及び石油精製 � � 3 � � 2,900 � � 3,447 3,024 6,471 104.3 223.1
衣類、繊維 � � 6 � 24,842 � 15,715 16,492 32,207 � 66.4 129.6
革製品及びゴム製品 � � 6 � 14,210 � 22,497 19,123 41,620 134.6 292.9
機械 � 16 � 36,890 � 29,465 40,126 69,591 108.8 188.6
流通 � � 5 � 16,543 � 11,903 10,964 22,867 � 66.3 138.2
雑金属製品 � 20 � 63,797 � 52,313 59,551 111,864 � 93.3 175.3
印刷出版 � � 5 � � 5,566 � � 3,851 3,679 7,530 � 66.1 135.3
ガス、電気 � � 1 � � � �650 � � � �� 91 202 293 � 31.1 � 45.1
電車 � � 3 � 15,540 � � 4,094 4,346 8,440 � 28.0 � 54.3
通信 � � 2 � 21,801 � � 8,465 10,786 19,251 � 49.5 � 88.3
食肉加工 � � 2 � � 9,695 � 24,603 23,242 47,845 239.7 493.5

（合計） � 84 244,814 227,008 243,707 470,715 � 99.5 192.3

1917-
18 年

自動車及び同部品 � 30 � 96,856 222,954 220,475 443,429 227.6 457.8
化学及び石油精製 � 15 � 15,754 � 46,880 39,622 86,502 251.5 549.1
衣類、繊維 � � 8 � 10,794 � 13,687 15,227 28,914 141.1 267.9
家具、木工製品 � � 3 � � 2,300 � � 5,727 7,036 12,763 305.9 554.9
革製品及びゴム製品 � � 4 � � 5,020 � 12,119 12,393 24,512 246.9 488.3
機械 � 31 � 37,532 � 62,085 59,782 121,867 159.3 324.7
流通 � � 7 � 24,124 � 33,165 34,879 68,044 144.6 282.1
雑金属製品 � 45 � 32,682 104,127 99,006 203,133 302.9 621.5
印刷出版 � � 5 � � 1,940 � � 3,433 3,655 7,088 188.4 365.4
ガス、電気 � 10 � 18,908 � 25,905 26,661 52,566 141.0 278.0
電車 � � 4 � � 9,928 � � 8,062 9,623 17,685 � 96.9 178.1
通信 � 10 � 21,338 � 19,740 21,864 41,604 102.5 195.0
食肉加工 � � 4 � 28,725 � 73,289 63,244 136,533 220.2 475.3

（合計） 176 305,901 631,173 613,467 1,244,640 200.5 406.9

出所：Brissenden�and�Frankel�(1919),�p.43。
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能を習得し、「腕」を磨かなければならないと信
じられていた 134）。
　この移動の要因は、若い職人に対して「最も
よく働」いた。町工場の場合においては、一つ
の工場に就職していた所で、何時その工場が解
散の憂目を見るかもしれず、結局は技術によっ
て立たざるを得ず、かつ、どの工場においても

「恥をかかぬ様」勤める事が必要であった。「若
いうちに渡り歩かなけりゃ、年取ってからじゃ
だめ」といわれていた 135）。低賃金の見習い達
は、工場で多少の経験を積んで、職人たちがど
のように働くかをできる限り観察し、もう十分
見てきたと感じると、よりよい練習の機会を求
めて他工場に職人として移動していくのが一般
的であった 136）。印刷工業の年少者は、諸工場を

プール要因の両方が絡んだ。

より高い能力の修得のため
　まず、移動する労働者は、職場を変えること
によってより高い能力を身につけることを期待
する例が多かった。熟練や技術を高めるために
職場を移動したのである。
　アメリカの例では、新たな仕事を覚えること
がブルーカラーの移動の重要な理由であっ
た 133）。日本の場合も、経験技能を修得して熟練
工になるためには、習得の機会として遍歴を必
要とし、「技術を磨き人間を練るために、旅に出
なければならない」とみられていた。工場から
工場へ渡り歩くことによって、幅広い技能を修
得して身を立てるしかなく、万能工としての技

表 18　米産業別労働者勤続年数分布
（単位：名、％）

年 産業 調査
企業数

勤続1ヵ
月未満

1 ヵ月～
6 ヵ月

6 ヵ月～
1 年

1 年～
2 年

2 年～
3 年

3 年～
5 年 5 年以上

1913-
14 年

自動車及び同部品 � 4 26 10 � 6 14 � 9 14 21
化学及び石油精製 � 1 � 6 13 45 13 � 5 � 8 10
衣類、繊維 � 3 � 8 � 4 � 3 � 9 11 14 51
革製品及びゴム製品 � 2 15 � 9 15 20 14 10 17
機械製造 � 5 19 � 8 10 � 7 � 8 16 32
流通 � 2 25 � 8 � 9 14 26 � 8 10
雑金属製品 � 9 18 � 9 � 6 � 8 12 15 32
印刷出版 � 4 13 � 5 � 4 14 14 18 32
電車 � 2 � 7 � 6 � 5 14 12 11 45
通信 � 2 � 6 � 6 � 9 15 10 18 39

1917-
18 年

自動車及び同部品 � 5 24 13 15 14 � 9 13 12
化学及び石油精製 � 3 36 13 16 12 � 5 � 6 12
衣類、繊維 � 3 12 20 � 9 15 12 13 19
家具、木工製品 � 1 22 � 6 16 11 � 3 � 5 35
機械製造 13 20 � 6 11 15 11 � 5 32
流通 � 3 22 � 6 15 10 � 5 � 7 33
雑金属製品 13 24 � 8 12 15 10 � 7 24
印刷出版 � 2 12 � 6 � 6 13 � 7 � 7 49
ガス、電気 � 1 18 13 15 17 11 � 7 19
電車 � 1 22 12 11 12 � 6 � 5 32
通信 � 8 11 � 6 13 16 � 9 12 32

出所：Brissenden�and�Frankel�(1922),�pp.118-119。
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転々として歩き回ることを以て技術の進歩があ
るとの信念で、職場を移っていた 137）。
　実際に、職工達は、若い時期に移動を重ねる
うちに、譲渡された秘伝が経験によって一定程
度蓄積され、しだいに技能を高めていくことが
できた。鉱業においても、近在の若年労働力が
見習的な職種に就き、技術を習得して渡り坑夫
となった 138）。子供のころから各地の炭鉱で修行
を積み、そこで獲得した経験的熟練と坑夫統御
の能力により頭領の地位を得た例も少なくな
かった 139）。遍歴が技術の修業過程になったので
ある。

近世職人の慣習の影響
　腕を磨いて一人前の生産者になるために、職
場を変えながら遍歴していくことは、向上心、
志をもった個人の行動と捉えることができる。
その限りで、労働者の移動は個人の姿勢、特性
に起因することである。しかし、こうした人の
遍歴は同時代、似ている立場にある人々に共通
の行動パターンでもあった。つまり、産業革命
期、熟練労働者は全国の大工場や中小・零細工
場を股にかけて、「渡り」によって腕を磨いてい

くのが典型的なキャリア・パターンであっ
た 140）。
　それは必ずしも個人の特性にのみ還元できな
い理由、つまり、集団共通の理由があったこと
を示唆する。その共通の理由が旧来の職人の慣
習である。つまり、江戸時代の「渡り職人」と
いう言葉は、気軽に転職した職工たちを表現し
ており、渡りは中世のすべての職種の職人にみ
られる慣習であった 141）。
　江戸時代、徒弟は、一定の年季奉公とその後
の礼奉公の期間をすぎて、徒弟生活を終えれば、
技能修業を求めて親方のもとを離れ、「渡り職
人」として多くの親方の職場を転々とした。親
方の許をはなれて、「他国」で仕事をするのは腕
を磨き人間を練る絶好の手段であり、自分の力
量の評価にもなった 142）。徳川時代の職人の多く
は、若年の頃、渡りであちこちの親方の手伝い
として、諸国遍歴の経験をし、いわゆるワタリ
の苦難を嘗めたりして、京都や奈良の職人を遍
歴し、あるいは出稼ぎをした 143）。
　こうした近世職人の慣習が、工業化初期の職
工の行動に影響した。まずは、職人が近代の労
働者に転じていくか、あるいは、旧職人ではな

表 19　アメリカ各都市別労働力移動（1913-14、1917-18 年）
（単位：名、％）

年度 都市名 調査
企業数

年平均
労働者数 （雇入れ数）（離職者数）（移動者数） 離職率 移動率

1913-14

ボストン 17 � 35,131 � 20,059 � 19,712 � 39,771 � 56.1 113.2
シカゴ 17 � 63,788 � 70,299 � 83,708 154,007 131.2 241.4
シンシナティ � 3 � � 1,750 � � 2,174 � � 2,001 � � 4,175 114.3 238.6
クリブランド � 5 � � 4,490 � � 3,837 � � 3,855 � � 7,692 � 85.9 171.3
デトロイト 14 � 31,479 � 44,937 � 48,404 � 93,341 153.8 296.5
ミルウォーキー � 2 � � 1,397 � � � �780 � � 1,228 � � 2,008 � 87.9 143.7
ニューヨーク � 9 35,684 � 22,659 � 22,964 � 45,623 � 64.4 127.9

1917-18

シカゴ 28 110,381 182,931 177,210 360,141 160.5 326.3
シンシナティ 27 � 28,699 � 30,917 � 29,704 � 60,621 103.5 211.2
クリブランド 38 � 43,654 110,994 108,157 219,151 247.8 502.0
デトロイト 48 � 92,281 211,928 207,128 419,056 224.5 454.1
ミルウォーキー 21 � 26,666 � 56,894 � 50,130 107,024 188.0 401.4
サンフランシスコ 14 � 14,220 � 37,599 � 35,138 � 72,737 247.1 511.5

注：1913-14 年の調査企業数は 84 社、1917-18 年は 176 社。
出所：Brissenden�and�Frankel�(1922),�p.47。
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まな職人は、職業の秘密を獲得しつつ仕事場か
ら仕事場へと渡り歩いた。男らしさと独立性を
強調する旧来の労働倫理も労働者の移動性を増
長した 149）。日米両方で、旧来の職人の遍歴慣習
が工業化初期の職工の移動を増長したのであ
る。

労働力需要の持続的増加による労働力不足
　労働者の頻繁な移動の要因は労働市場の需給
状況にもあった。労働力需要の持続的増加によ
る労働力不足が工業化初期、労働者の頻繁な移
動を促進する要因であった。
　特に、熟練工の不足が深刻であった。工業生
産力の発展、西欧技術の移植と展開に伴って、
近代的技術に通じ、生産技術を担いうる熟練職
工に対する需要が激増した 150）。殊に、万能熟練
工が強く要求されていた。対して、労働力の供
給には限度があり、熟練労働の形成が資本の蓄
積・拡大に遅れがちで、養成によって新規熟練
労働力を確保することが問い合わなかった。
　そのため、熟練労働者については一般的な不
足傾向が強く、特に、造船業や機械工業、印刷
業など、いわゆる外来の重工業で熟練労働者の
不足が激しかった。時期的には、日清戦争を契
機とする軍工廠・造船業の拡大によって熟練労
働者の不足が深刻になった 151）。
　その結果、熟練工は比較的容易に職を見出す
ことができ、熟練労働者の移動がひんぱんとな
らざるをえなかった 152）。明治期だけでなく、一
次大戦期の労働力需要の急増が横断的な重工業
労働市場を拡大し、熟練労働者の需要を高め、
熟練工の企業間移動に拍車をかけた 153）。
　前述したように、多くの成長産業で熟練工や
経験工の争奪が激しく行われたが、こうした労
働力の企業間争奪の背景には、熟練工の不足が
あった。万能熟練工がたえず不足しその獲得の
ために引抜争いが行われ、熟練獲得過程の労働
者の移動が激しかったのである 154）。
　熟練工だけでなく、男子不熟練労働者、女子
労働者にも、しばしば深刻な供給不足が生じ、
それが労働者のひんぱんな移動の重要な要因に
なった。工業化の急速な発展に伴い、明治 20 年
頃を転機として労働力の需給関係は深刻な供給

かった人は、旧来からの慣習を踏襲し、遍歴し
た。
　旧来の職人層は工業化の時期に分化・展開さ
れ、没落職人と再編職人に転じる一方、新興職
人も台頭した。まず、没落職人については、旧
来の職人のうち、武具職人や工芸職人たち（領
主を中心とした武器や奢侈品を生産していた職
人）は、明治維新後に市場を失い、生計の基礎
を奪われて没落職人になった。日用消費財を生
産していた職人層でも西欧の良質製品との競争
に耐えることができず、没落した 144）。
　次の再編職人はまた二つのタイプがあった。
一つは、旧来の職人がその技術をもって、新し
い技術体系の中に再編され、進んだ工場労働者
となったものである。鍛冶工は鍛冶職から、製
罐工は銅壺職から、鋳物工は鋳物職から、木工
は大工職から、塗工は塗職から出ている 145）。再
編職人のもう一つタイプは、左官職など建築職
人のように、問屋資本や請負人のもとで事実上
賃労働化していったものである。明治社会にお
いて質量的に職人層の中核をなしたのはこのタ
イプの職人である。従来の出職人は請負人の雇
用労働者に転化し、従来の居職人は、問屋資本
の下に従属し、事実上の賃労働者化する途を
辿った 146）。
　第 3 の新興職人は旧来の職人層と無関係に形
成された熟練工である。旋盤工、仕上工、造船
工等の機械工のほか、印刷職人、製靴職人、洋
服裁縫職人・製帽職人、煉瓦積職人等であり、
伝統的な「職人気質」が比較的稀薄で、早くか
ら賃労働者的関係がより明確に見られた 147）。
　要するに、再編職人は旧来の職人との人的な
連続性によって、また、新興職人は、旧来の職
人慣習の影響を受けることによって、明治期か
ら大正期にかけて、職工社会にも次第に諸処の
職場を渡り歩く、「渡り職人」的な性格が見られ
るに至り、短期間の勤務の後、他企業に渡り歩
くことが熟練者になるための当然の職業経歴に
なった 148）。
　アメリカにおいても、職人の遍歴は、旧来か
らの職人的な労働習慣であった。工業化の初期、
熟練労働者はこうした旧来遍歴の伝統をもって
いた。産業化の途上にある社会になじみの気ま
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不足に転じ 155）、一地方に製糸工場などが多数設
立されたり、大工場、大炭鉱が出現したりする
と、不熟練、未経験の労働力もたちまち不足を
告げ、経営者は労働力の不足に直面した 156）。
　こうした労働力不足のため、不熟練労働者の
移動が多くなった。特に、日清戦争後、労働市
場が拡大するにつれて、労働移動の頻度と範囲
は急速に増大していった 157）。農村労働力の調達
難は、商工業部門の既就業者の産業間移動、さ
らには同種工業部門内部での激しい流動を呼び
起こした 158）。例えば、1890 年代以降の繊維産
業で、労働力需要が急激に膨張すると共に、労
働力不足が表れ、こうした労働需給の著しい逼
迫が女性繰糸労働者の活発な工場間移動をもた
らした 159）。労働者不足が激化した状況のもと
で、「2 年 3 年にして多少の賃金を得る技量に達
せば、大抵その工場を逃走して他の工場に雇わ
れた」160）。
　労働力不足のため、各社は不熟練労働者の争
奪に取り組んで、争奪による企業間移動が多
かった。労働力不足が生じた時、親方相互の間
で引抜争いを演じ、企業が個々の労働者を自己
の支配下にとどめておくことは困難であり、労
働者の移動は相当にひんぱんであったのであ
る 161）。例えば、繊維産業、産銅業で、旺盛な労
働力需要による労働力不足が職工、鉱夫の争奪
を引き起こした 162）。
　アメリカにおいても工業化初期に、産業の発
展に伴う労働力需要増加で、労働力不足が続い
たことが人の移動を後押しした。労働力需要が
急増し続け、労働者は新たな職場を探すのが容
易になり、よって、人の頻繁な企業間移動が促
進された 163）。
　特に、基幹熟練工は常に不足した。それゆえ、
企業間の熟練工争奪戦も激しく、それも手伝っ
て、彼等は渡り職人（“foot-loose�craftmen”）と
して1910年代まで高い離職率を見せていた 164）。
1915 年以降労働市場がひっ迫するにつれて、労
働移動率が急上昇し、製造業の年平均労働移動
率は 100％を超えるようになった 165）。日本と同
じく、労働力移動の重要な要因が労働力需要の
増加及びそれに伴う労働力不足にあったのであ
る。

移動する人に対する企業の高い評価
　若い職工が組織間の移動を熟練、能力の向上
過程と認識したとしても、移ったところで、受
け入れ企業がその「渡り職工」を評価してくれ
なければ、採用の可能性は低くなり、それが職
工の移動を制限したはずである。
　しかし、経営側は「渡り職工」を忌避する態
度を取らなかった。例えば、三菱長崎造船所で
は、「渡り職工」のもつ技能に対して高い評価を
与えていた 166）。1907 年に米 NCR（ナショナル
金銭登録機）社の労務管理者の記録によれば、
熟練労働者が「幾人かの雇主に仕えてきたこと
は値打ちこそあれ、きずにはならない」とみて
おり、むしろ、諸企業を転々することによって、

「職業を学んでいる」と評価していた。企業はこ
の種の移動の行為を是認していた 167）。このよう
な転職組への企業の評価には、前述したように、
労働力市場が逼迫し、労働力の供給不足が深刻
であった状況であったことの影響もあるとみら
れる。

より高い賃金をもとめて
　この時期、労働者の移動のもう一つの要因は
賃金であり、これも日米両方に当てはまる。企
業、産業、地域によって、賃金の差がかなりあっ
て、既存の職場での賃金水準の低さに不満をも
つ人は労働力不足で全般的に賃金が上昇する中
で他所でより高い賃金が得られることを見込ん
で、転職を図る場合が多かった。
　まず、アメリカではより高い賃金を求めて多
くの工場労働者は頻繁に職場間を移動したとさ
れる 168）。シカゴと近隣地域の例で、造船労働者
が地域内の造船所間を多く移動した重要な理由
は相対的に高い賃金を払う造船所があったこと
であった 169）。シンシナティの金属加工 6 社につ
いての 1918 年調査によれば、労働者の自発的
辞職の最も重要な理由は、既存職場での賃金水
準に対する不満であった。離職した職工の 4 分
の 1 が賃金のため、転職したと答えている

（表 20）。熟練工の移動率が不熟練工のそれより
低かったことは相対的に賃金が高かったためで
あることが知られる 170）。
　日本の場合も、当時、種々の賃金格差が大幅
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場に移る等工場の間を転々する者多」かった 175）。
製糸業においても、工女不足の中、工女達は賃
金の高さを求めて移動した。より優れた能力の
女性繰糸労働者はより高い賃金を提示しうる工
場に移動し、長野の製糸労働者は、しばしば賃
金水準がより高い工場へ移動していた 176）。
　実際に、工場から工場へ渡り歩くことによっ
て、職工の賃金が上昇し、移動が賃金引き上げ
の機会となったが 177）、より高い賃金をもらえる
ところに移ることができたのは、企業の賃金が
中途採用者に不利でないように設定されたから
である。例えば、当時の企業は、熟練や一般経
験に基づき賃金水準を設定し、新規採用した職
工には、短い試用期間に数種の仕事を与えてそ
の経験と技能に応じて賃金を定めるなど中途採
用者が待遇上で不利益を受けることはなかった
とされる 178）。

労働条件の不満から
　日米共に、移動する労働者は、元の職場に何
らかの不満が強かった人達であった。特に、劣
悪な労働条件に対する不満がある労働者の中
で、よりよい労働条件を求めて移動していった。
　当時のアメリカでは、大多数の雇い主は労働
者を子供か役畜のようにみなして、それ相応に

であり、この賃金の格差を理由に、より高い賃
金をもらうために、職場を変える労働者が極め
て多かった。熟練工については、熟練労働力不
足のため、多少職工の経験ある者の需要が強く、
また物価高による生活苦の中で、より高い賃金、
ないし賃金収入をもとめて熟練工は移動してい
た 171）。職人も移動による賃金上昇を図った。不
規則的な閑散からくる収入減があったり、前借
給料支払いの遅延などに対応して、より高い給
料を得るために、比較的「腕」のある職人は職
場を変えた 172）。より高い賃金をもとめて職人達
が移動することはすでに江戸時代からみられた
ことであり、日本の幕藩体制下でも職人達が僅
かの給銀の差を求め移動する例が頻繁に見られ
た 173）。
　一般職工も賃金に極めて鋭敏であり、労働移
動が一般的だった頃、賃金が労働条件としては
殆ど唯一絶対の重要さをもっていた。当時、職
工の賃金において工場間に相当の開きがあった
ため、それが職工の移動を誘発し、賃金の上昇
の機会を狙って渡る、職人的な気風が一般的に
なっていた。「賃金の多き処へのみ逃げ去んと
欲」したとされ 174）、「事業繁忙職工の欠乏を告
ぐる場合には単に僅少の給料の差違により軽々
しく他工場に行き事業の閑なるに及んで叉大工

表 20　シンシナティ金属加工 6社の労働者辞職理由
（単位：名、％）

理由 該当労働者数 構成比
賃金（賃金水準等への不満） 2,001 24.6
よりよい仕事の獲得、あるいは元の仕事への復帰 984 12.1
作業特性・条件（難易度、労働密度、清潔度、湿気など） 410 5.0
不満 674 8.3
単調さ 218 2.7
病気など 461 5.7
地域を離れたい願望 453 5.6
学校への復学 131 1.6
他の諸理由 58 0.7
軍隊入隊 737 9.1
不明 2,013 24.7

（合計） 8,140 100.0

出所：Brissenden�(1919),�p.45.
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扱っていた。いわば「駆り立て」方式に働かせ、
労働条件が劣悪な場合が多かった。労働時間が
長く、夜間作業、休日作業をさせる職場も珍し
くなかった。産業によっては、作業環境が厳し
く、たとえば、高熱、有毒な物質、有害な臭い、
湿気の中で強度の労働を余儀なくされた 179）。
　こうした労働条件の厳しさに不満を抱いてい
た労働者は他の職場に移った 180）。自動車工場が
多く集積していたデトロイトの例で、労働者の
移動率が高かった理由は、労働条件が極めて悪
かったためであったとされる 181）。前掲の表 20
でみるように、シンシナティの離職者の中では、
労働条件についてのいろいろな不満が離職の重
要な理由であった。
　仕事及び職場の性格による作業の単調さの度
合い、作業上の予想外や未知の要素の度合い、
作業内容を自主的に決められる度合いなどで差
があり、作業の性格への不満も移動の要因に
なった 182）。経営者との関係に対する不満も労働
者の移動の要因になった 183）。
　既存職場の労働条件への不満の上で、労働条
件のよいところがあった場合、つまり、よりよ
い職場という選択肢が見えてきたとき、労働者
は元の職場を離れ、新たな職場に移動した。従っ
て、労働条件は当時のアメリカ労働者の移動の
プッシュ要因でもあり、プール要因でもあった。
　特に、熟練度が高い労働者、つまり、熟練工
の場合はプール要因が強く働き、不熟練工の場
合はプッシュ要因が強く働いた。例えば、労働
者の熟練が高まるにつれて、辞職の中でよりい
い機会を見つけての辞職する比率が高く、ミル
ウォーキとシカゴの金属加工工場の例では、熟
練度は、よりよい就業機会の発見による辞職と
正の関係にあった 184）。
　日本においても労働条件についての不満は労
働者移動の重要な要因であった。劣悪な労働条
件のもとで、労働者の資本への抵抗は移動とい
う形態をとり、労働条件に不満がある場合に移
動する姿勢をとったのが「渡り職工」であっ
た 185）。よって、必要な労働条件が労働市場内の
移動を高率なものにする 186）要因であったので
ある。
　産業別に、まず、重工業労働者は、入職後労

働の内容や待遇に不満を持ち、他部門に転職し
ていく者が少なくなかった 187）。製糸業では、「誘
拐的」手段によって、貧農の子女を労働力化し、
集められた女工は劣悪な労使関係と労働条件の
現実に直面して、苦痛を感じ、労働意欲を失い
移動・逃亡するものが少なくなかった 188）。鉱業
では、坑内の労働条件が劣悪であり、労働が過
重過酷であったのが主因となり、坑夫の逃亡が
頻繁であり、その移動率が他産業のそれに比べ
て高かった 189）。飯場に収容された労働者の状態
が劣悪であって、それだけに移動も頻繁であっ
た 190）。熟練坑夫までも労働条件や労使関係に対
する不満がある場合が少なからず、不満への反
抗を頻々とした移動という形で表現した 191）。
　加えて、現場での労働者間の関係で不満を
もったケースがあり、それも労働者の移動を促
した。例えば、親方的熟練者、ボス的「組長」・

「伍長」の絶大な権限が労働者を個別企業から離
反せしめ、激しい移動の中に、彼らをかりたて
る原因になった。町工場においては職人の仲間
同志における不和による人の移動が激しかっ
た。紡績工場で、女工の作業は請負制であった
から、新入女工が古参の女工のもとに見習とし
て入ってくることは、古参女工にとって能率と
製品の質に影響するマイナスの要因であった。
よって、新入女工の手をとって作業を教えるよ
うなことはほとんど行わず、それが新入女工を
不安に陥れ、移動の要因となった 192）。
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